
重要な会計方針 [第二号勘定]

　当事業年度より「「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」(独立行政法人会計基準

研究会　財政制度等審議会　財政制度分科会　法制・公会計部会　平成22年10月25日改訂)」及び「独立

行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」に関するQ＆A」（総務省行政管理局 財務省主計

局　日本公認会計士協会　平成22年11月最終改訂)を適用しております。

１．引当金の計上基準

　(1) 助成事業引当金　　　　　　　

      交付決定した助成金のうち翌年度支出予定額を計上しております。

　(2) 賞与引当金

　　　役職員の賞与の支給に備えるために、支給見込額に基づき計上しております。

　(3) 退職給付引当金

　　　役職員の退職給付の支払いに充てるため、内規に基づき、役職員が自己都合で退職した場合の

　　期末要支給額の全額を計上しております。

２．有価証券の評価基準及び評価方法

　　満期保有目的債券

　　　　償却原価法（定額法）

３．消費税等の会計処理　　　　　　　　　　　　　　　　

      消費税等の会計処理は、税込方式によっております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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注記事項 [第二号勘定]

［貸借対照表関係］
   Ⅰ．金融商品関係
      １．金融商品の状況に関する事項

　未収債権等に係る顧客の信用リスクは、独立行政法人日本万国博覧会記念機構債権管理・回収マニュ
アル等に沿ってリスク低減を図っております。
　また、投資有価証券は、独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、国債、地方債、政府保証債、
特別の法律により法人の発行する債券及びＡ格以上の社債のみを保有しており、株式等は保有しており
ません。

     ２．金融商品の時価等に関する事項
　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）
貸借対照表計上額 時　　　　価 差　　　　額

 (1) 現金及び預金 53,875,516 53,875,516  -
 (2) 未収金 116,867 116,867  -
 (3) 有価証券及び投資有価証券 19,027,701,474 19,579,840,000 552,138,526
 (4) 未払金 (100,027,554) (100,027,554) (-)
（注1）負債に計上されているものは、（　　）で示しております。
（注2）金融商品の時価の算定方法及び有価証券等に関する事項
    (1) 現金及び預金、(2) 未収金
　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
　　　　ております。なお、未収金計上額116,867円は、第1号勘定との内部取引により発生したものであり
　　　　法人単位では相殺した額を計上しております。
    (3) 有価証券及び投資有価証券
　　　　　これらの時価については取引金融機関から提示された価格によっております。
    (4) 未払金
　　　　　未払金は短期間で決済されるため､時価は帳簿価額にほぼ等しいことから､当該帳簿価額によっ
　　　　ております。なお、未払金計上額のうち97,040,525円は第1号勘定との内部取引により発生したもの
　　　　であり、法人単位では相殺した額を計上しております。

      ３．満期保有目的の債券で時価のあるもの (単位：円)
種　　類 貸借対照表計上額 時　　　　価 差　　　　額

時価が貸借対照表 国債・地方債等 16,431,775,346 17,003,240,000 571,464,654
計上額を超えるもの 小　　計 16,431,775,346 17,003,240,000 571,464,654
時価が貸借対照表 国債・地方債等 2,595,926,128 2,576,600,000 -19,326,128

計上額を超えないもの 小　　計 2,595,926,128 2,576,600,000 -19,326,128
19,027,701,474 19,579,840,000 552,138,526

　　　４．満期保有目的の債券の今後の償還予定額 (単位：円)
１年以内 １年超５年未満 ５年超10年未満 10年超

　国債・地方債等 1,199,958,341 8,795,461,986 6,250,936,258 2,781,344,889
合　　　　　　　　計 1,199,958,341 8,795,461,986 6,250,936,258 2,781,344,889

［キャッシュ･フロー計算書関係］
　　資金の期末残高の貸借対照表科目別内訳

    現金及び預金 53,875,516 円
    資金期末残高 53,875,516 円

［行政サービス実施コスト計算書関係］
　　引当外退職給付増加見積額は、国及び大阪府からの出向職員にかかるものであります。

［重要な債務負担行為］
　　該当なし

［重要な後発事象］
　　該当なし

合　　　　　　　　計
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